
 
 
 
 
 
 
 

 

総務省沖縄行政評価事務所は、次の行政相談を受け、行政苦情救済推進会議（座長：渡名喜庸安 琉球大

学理事）に諮り、「年金記録訂正後の裁定請求の案内について、時効特例法の趣旨に照らし、年金事務所に

おいて記録訂正に基づく年金増額分が確実に受給できるよう、現行の周知方法を改善する必要がある」など

の意見を踏まえて、平成 28年 3月 11日、県内各年金事務所に対しあっせんしました。 

（行政相談要旨） 

 退職後に年金を受給していたが、年金事務所で私の厚生年金加入記録が初めて判明し、記録訂正

が行われ、その後裁定請求を行った。しかし、裁定請求が遅れたため、厚生年金の受給額のうち裁

定請求から 5年を超えて遡る分については、時効特例法の対象とならず厚生年金保険法により消滅

時効が成立しているため支給できないとの説明を受けた。厚生年金加入記録が後になって判明した

点や裁定請求が遅れたことについて私には落ち度がないにもかかわらず時効を理由として、年金の

一部は支給できないとの年金事務所の説明に納得できない。 

 

  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政相談シンボルマーク 
平成 28年 3月 11日 

沖縄行政評価事務所 

(所長 山田 昌二) 

2 年金記録訂正後の裁定請求に関する現在の周知状況 
 

 

年金記録訂正後の裁定請求に係る周知方法の改善 
～時効特例法の趣旨に沿った運用のために～ 

 

1 年金受給権の消滅時効の概要 
（詳細は別添資料参照） 

○厚生年金保険法の時効：厚生年金保険の保険給付を受ける権利は、法律により 5年経過すると時効

消滅する（厚生年金法第 92条）。 

○時 効 特 例 法：年金記録訂正による年金の増額分は時効により消滅した分を含めて本人又

は遺族に全額支払われることとなった。 

○請 求 遅 れ：年金の裁定請求が記録訂正から一定期間（目安として 1年）以上経過して

いる場合は、個々の事情を勘案し、記録訂正と裁定請求との間に因果関係が

あると認められる場合を除き、時効特例給付の対象としない取扱い。 

―行政苦情救済推進会議の意見を踏まえたあっせん― 

 

1．年金事務所窓口での周知 

  年金事務所窓口では、記録訂正から裁定請求までの期間が一定期間（目安として 1年）を

経過した場合、受給権者が手続を承知していたか否かにかかわらず、原則として時効特例給

付の対象とならないことについての説明は行われていない。 

2．日本年金機構ホームページ等での周知 

  記録訂正から裁定請求までの期間が一定期間（目安として 1年）を経過した場合に、原則

として時効特例法が適用されないことについて、パンフレットやチラシ等の年金事務所窓口

への備付けによる国民への周知は行われていない。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈参考〉【行政苦情救済推進会議】 

    総務省に寄せられた相談のうち、行政の制度及び運営の基本に関するもので、解決が困

難なものについては、民間有識者で構成された行政苦情救済推進会議に付議し、その意見

を踏まえることにより、国民的立場に立った苦情の救済に努めています。 

   （行政苦情救済推進会議構成員） 

渡名喜 庸安（座長）   琉球大学理事（副学長） 

玉城 常邦       （株）琉球新報社論説委員長 

津波古 重男       沖縄行政相談委員協議会会長 

備瀬 ヒロ子      （株）都市科学政策研究所取締役・顧問 

宮國 英男        弁護士（元沖縄弁護士会会長） 

山 城  勝      （社）沖縄県経営者協会常務理事 

 

4 あっせん要旨 

3 行政苦情救済推進会議における意見（検討結果） 

【問合せ先】 総務省 沖縄行政評価事務所 
行政相談課長 神里 
電話：098-866-0148 

 

時効特例法の立法趣旨は、記録訂正に係る年金の支給を受ける権利について時効の特例

（受給権の回復）を設けることにあることから、年金記録の訂正による年金の増額分が本人

又は遺族に確実に支払われることが重要である。 

そのため、沖縄県内の各年金事務所は、上記「年金記録訂正後の裁定請求に関する現在の周知
状況」を踏まえ、以下のとおり周知方法を改善する必要がある。 

（1）記録訂正後は対象者による裁定請求が必要であり、この手続きをしなければ記録訂正

に伴い増額となった年金が受給できない等の重要事項を記載したチラシを作成するこ

と。 

（2）年金事務所窓口で同チラシを対象者に交付して、丁寧かつ分かりやすい説明を行うと

ともに、速やかに裁定請求を行うよう窓口において勧奨すること。   

（3）各年金事務所は、記録訂正後に裁定請求手続が必要なこと等について、年金事務所窓

口を直接訪問しなくても広く県民が認識できるよう、沖縄県内の年金事務所のホームペ

ージへの掲載等により県民向けに周知を行うこと。 

 

 

1．国民の中には、記録訂正と裁定請求手続は一体である（記録訂正が行われれば自動的に年金

受給額が増減する）と誤認している者が多いと考えられ、裁定請求手続が必要なことについ

て、記録訂正申立者が明確に認識できていれば、本件相談者のように記録訂正から裁定請求

までの期間が長期化するということは考えにくい。制度を熟知していない年金受給者に対し

ては、年金事務所が分かりやすく周知すべきであるが、記録訂正後の裁定請求漏れがないよ

うに記録訂正の際に窓口で口頭説明のみを行うだけでは、分かりづらい。 

2．年金事務所窓口に行かない場合でも記録訂正後の裁定請求の遅延や漏れがないよう、記録訂

正後に裁定請求が必要となるケースについて、広く周知すべきである。 

 



 

 

資料１ 

 
 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 

年金記録訂正に係る手続きの流れ 

新たな年金記録判明 

年金記録訂正 

再裁定の申出 

裁定請求 

すでに同じ公的

年金の受給者で

ある場合 

記録訂正によっ

て初めて年金を

受給することと

なる場合（他の公

的年金受給者含

む） 

記録訂正に基づく

年金増額（減額）分

を受給 

当初の裁定を訂正して新

たに記録の追加をして年

金額の再計算（再裁定）

を行う必要がある。 

これまで年金の請

求行為が行われて

いないため、後日、

裁定請求をする必

要がある。 

裁定請求 

一定期間経過 

（1年） 

裁定請求から５年を超え

て遡る期間に受給すべき

年金は原則時効消滅 

 

(注)上図は、日本年金機構の説明に基づき、当事務所で作成した。 

1 年以内 



 
 
 

資料２ 

○厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）抜粋 

第九十二条  

保険料その他この法律の規定による徴収金を徴収し、又はその還付を受ける権利は、二年を経過したとき、保険給付を受

ける権利（当該権利に基づき支払期月ごとに又は一時金として支払うものとされる保険給付の支給を受ける権利を含む。第

四項において同じ。）は、五年を経過したときは、時効によって、消滅する。 

 

○厚生年金保険の保険給付及び国民年金の給付に係る時効の特例等に関する法律 

（平成十九年法律第百十一号）抜粋 

第一条   

厚生労働大臣は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）において厚生年金保険法 （昭和二十九年法律第百十五

号）による保険給付（これに相当する給付を含む。以下この条並びに附則第二条及び第四条において同じ。）を受ける権利

を有する者又は施行日前において当該権利を有していた者（同法第三十七条 の規定により未支給の保険給付の支給を請求

する権利を有する者を含む。）について、同法第二十八条 の規定により記録した事項の訂正がなされた上で当該保険給付を

受ける権利に係る裁定（裁定の訂正を含む。以下この条において同じ。）が行われた場合においては、その裁定による当該

記録した事項の訂正に係る保険給付を受ける権利に基づき支払期月ごとに又は一時金として支払うものとされる保険給付

の支給を受ける権利について当該裁定の日までに消滅時効が完成した場合においても、当該権利に基づく保険給付を支払う

ものとする。 

 

関係法令 



資料３日本年金機構ホームページから抜粋
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